
規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

特定債権等に係る事業の
規制に関する法律につい
て、その在り方について
見直しを行い、措置す
る。（平成15年度中目
途）

Ⅰa

特定債権法の廃止または
発展的改正について検討
し、結論を得て、平成15
年度OR16年度中に実施さ
れることについて見解を
示されたい。

回答では、「必要性、在
り方については引き続き
検討を行う」とされてい
るが、
①実施される内容につい
て可能な限り具体的に示
されたい。
②上記①を踏まえ、平成
１６年度までに実施され
ることの可否について改
めて検討されたい。

規制
緩和
を含
む発
展的
改正
につ
いて
は一
部a、
それ
以外
はb

リース・クレジット債権
等の流動化の一手段であ
る資産担保型証券方式を
特債法の規制の枠組みか
ら外すべく、平成15年度
中に政令改正の手続きを
進めているところ。
　それ以外についても、
特債法の必要性、在り方
を含め検討を行ってい
く。但し、現時点では検
討終了時期を明示するこ
とは困難。
（注）「措置の内容」に
ついては現時点では未
定。

aにつ
いて
は
Ⅱ,Ⅲ
,Ⅳ、
※bに
つい
ては
「措
置の
概
要」
欄内
の
（注
）を
参照

z0300010
※「措置の内
容」については
現時点では未定

　特定債権法について
は、順次規制緩和を実施
してきたところである
が、リース・クレジット
債権等の流動化に係る投
資家保護の観点から、そ
の必要性、在り方につい
ては引き続き検討を行
う。

aにつ
いて
は
Ⅱ,Ⅲ
,Ⅳ、
※bに
つい
ては
その
他欄
の通
り

規制
緩和
を含
む発
展的
改正
につ
いて
は一
部a、
それ
以外
はb

特定債権等（リース・ク
レジット債権等）の流動
化の公正かつ円滑な実
施、資産流動化商品の投
資家の保護を目的とし
て、特定債権等の資産譲
渡に係る仕組み規制、対
抗要件特例制度としての
公告制度、特定債権等譲
受業者及び小口債権販売
業者の許可、行為規制等
を行っている。

特定債権等に係
る事業の規制に
関する法律等

特定債権法の廃
止または発展的
改正

5008 5008010 オリックス㈱ 1
特定債権法の廃
止または発展的
改正

特定債権等に係る事業の
規制に関する法律（以
下、特債法という。）に
ついては廃止するか、ま
たは、特債法に拠らない
特定債権の流動化も認め
る制度、言い換えれば、
任意に利用可能な制度に
改正することを要望す
る。

なお、本事項について
は、平成15年3月に閣議決
定された「規制改革推進3
か年計画（再改定）」に
おいて、「特定債権等に
係る事業の規制に関する
法律について、投資家保
護の観点を踏まえつつ、
その必要性、在り方につ
いて引き続き検討し、結
論を得る。」とされた。
経済産業省の産業構造審
議会産業金融部会が平成
15年4月にとりまとめた
「中間報告　中堅・中小
企業のための新たな金融
機能の創造に向けて」に
おいて、債権流動化促進
に向けた制度の構築の一
環として、特債法の規制
の見直しについて言及さ
れているが、今後の検討
に際しては、本報告書に
基づき、以下の点が留意
されることを要望する。
①特債法を任意に利用可
能な制度とした上で、特
定債権の範囲を貸付債
権、売掛債権等に拡大す
べきである。
②公告制度については、
流動化対象債権が将来債
権の場合にも対応した制
度を創設すべきである。
③譲渡が行なわれる時点
では流動化されることが
確定していない債権につ
いても、将来、当該債権
を流動化する目的で譲渡
が行なわれた場合には、
特債法における公告制度
を利用できるような措置
を図るべきである。
④特定債権等譲受業者の
許可制を廃止し、許可を
持たない株式会社が譲り
受けた債権についても特
債法の対象とすべきであ
る。
⑤小口債権販売業者が販
売可能な小口債権には資
産担保証券を含めるべき
である。

経済産業省
金融庁
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

5102 5102410
(社)日本経済
団体連合会 41 特債法の廃止

特債法を廃止すべきであ
る。その上で、現在の特
定債権の範囲にとらわれ
ない新たな債権流動化の
スキームを構築し、債権
譲渡の公告制度、投資家
保護のための措置などを
整備する必要がある。

経済産業省
金融庁

5034 5034020
(社)リース事
業協会 2

特定債権法の廃
止または発展的
改正

・特定債権法（以下、
「特債法」という。）に
ついては廃止するか、特
債法に拠らない特定債権
の流動化も認める制度、
言い換えれば、任意に利
用可能な制度に改正する
こと。・「中間報告　中
堅・中小企業のための新
たな金融機能の創造に向
けて」において、特債法
の規制の見直しについて
言及されているが、今後
の検討に際しては、本報
告書に基づき、以下の点
が留意されることを要望
する。① 特債法を任意に
利用可能な制度とした上
で、特定債権の範囲を貸
付債権、売掛債権等に拡
大すべきである。② 公告
制度については、流動化
対象債権が将来債権の場
合にも対応した制度を創
設すべきである。③ 譲渡
が行なわれる時点では流
動化されることが確定し
ていない債権について
も、将来、当該債権を流
動化する目的で譲渡が行
なわれた場合には、特債
法における公告制度を利
用できるような措置を図
るべきである。④ 特定債
権等譲受業者の許可制を
廃止し、許可を持たない
株式会社が譲り受けた債
権についても特債法の対
象とすべきである。⑤ 小
口債権販売業者が販売可
能な小口債権には資産担
保証券を含めるべきであ
る。⑥ 各種届出（数回／
年 × 2通）を廃止するこ
と。⑦ 仕組規制を撤廃す
ること。⑧ 特定投資家以
外の投資家に対する譲渡
制限・小口債権の転売制
限を撤廃すること。

経済産業省
金融庁
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

不動産特定共同事業契約
締結に係る事前説明態様
の多様化について検討
し、結論を得て、平成
15OR16年度中に実施され
ることについて見解を示
されたい。

a Ⅳ

不動産特定共同事業法の
契約成立前における契約
内容説明義務に関して、
その具体的態様について
は、消費者保護やトラブ
ル未然防止等の観点か
ら、個別の質問応答対応
を確保しつつ、ビデオ、
ＤＶＤ等の電子機器の活
用を可能とするよう、所
要の通知を発する。（平
成15年度中）

回答では、現在具体的な
措置内容を検討中とされ
ているが、
①要望内容は、投資信託
等他の金融商品に倣い、
説明義務の撤廃・緩和を
求めるものであり、この
点について具体的な対応
策を改めて検討され、示
されたい。
②上記①を踏まえた実施
時期について具体的に示
されたい。

Ⅳ

　不動産特定共同事業商
品の契約の申込者が、契
約の内容等について十分
知らないままにその締結
を行うと、後々のトラブ
ルの原因となる可能性が
あることから、適切に情
報が開示されていること
が不可欠であり、契約成
立前に書面を交付し説明
することが、消費者保護
やトラブルの未然防止を
図る観点から必要と考え
られる。同観点に配慮し
つつ、規制改革推進３か
年計画に記載された不動
産特定共同事業の手続き
要件に関する事項ついて
は、ビデオ等の電子機器
の活用を可能とするよう
平成１５年度中に所要の
通知を発する措置を講じ
る予定。

z0300090

不動産特定共同
事業契約締結に
係る説明義務の
撤廃

a不動産特定共同事業法第24条第1項

不動産特定共同事業者
は、不動産特定宇共同事
業が成立するまでの間
に、不動産特定共同事業
契約の内容及びその履行
に関する事項であって主
務省令で定めるものにつ
いて、書面を交付して説
明しなければならない。

a Ⅳ

不動産特定共同事業商品
の契約の申込者が、契約
の内容等について十分知
らないままにその締結を
行うと、後々のトラブル
の原因となる可能性があ
ることから、適切に情報
が開示されていることが
不可欠であり、契約成立
前に書面を交付し説明す
ることが消費者保護やト
ラブルの未然防止を図る
観点から必要と考えられ
るが、規制改革推進３か
年計画に記載された不動
産特定共同事業の手続き
要件に関する事項ついて
は、対応予定である。

5008 5008120 オリックス㈱ 12.1

不動産特定共同
事業契約締結に
係る説明義務の
撤廃

｢金融商品の販売等に関す
る法律｣に列挙される金融
商品においては、読んで
聞かせる説明義務を課し
ておらず、不動産特定共
同事業法の説明義務の過
度な規制を緩和すべきで
ある。
本事項については、平成
15年３月に閣議決定され
た「規制改革推進３か年
計画（再改定）」におい
て、「電子機器を活用し
てより低廉な費用で不動
産特定共同事業が活用さ
れるよう書面交付手続等
における電子機器の活用
形態の明確化について、
消費者保護やトラブルの
未然防止を図りつつ、検
討を行い、どのような電
子機器の活用形態が、現
行制度の「書面を交付し
て説明」「書面に記名捺
印」に該当するのかにつ
いて、他法令との整合性
を図りつつ明確にする。
その上で、必要があれ
ば、制度改正を検討す
る。」とされた。
検討の結果についての情
報開示を要望するととも
に、検討を踏まえて、早
急に説明義務の過度な規
制を緩和することを強く
要望する。

国土交通省
金融庁

5034 5034040
(社)リース事
業協会 4

不動産特定共同
事業契約締結に
係る説明義務の
撤廃

・｢金融商品の販売等に関
する法律｣に列挙される金
融商品においては、読ん
で聞かせる説明義務を課
しておらず、不動産特定
共同事業法の説明義務の
過度な規制を緩和すべき
である。・「規制改革推
進３か年計画（再改
定）」において、「電子
機器を活用してより低廉
な費用で不動産特定共同
事業が活用されるよう書
面交付手続等における電
子機器の活用形態の明確
化について、（中略）検
討を行い、どのような電
子機器の活用形態が、現
行制度の「書面を交付し
て説明」「書面に記名捺
印」に該当するのかにつ
いて、他法令との整合性
を図りつつ明確にする。
その上で、必要があれ
ば、制度改正を検討す
る。」とされた。検討の
結果についての情報開示
を要望するとともに、検
討を踏まえて、早急に説
明義務の過度な規制を緩
和することを強く要望す
る。

国土交通省
金融庁
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

5008 5008162 オリックス㈱ 16
商品ファンドに
係る規制撤廃・
緩和

2.契約成立時交付書面の
記載事項に関して販売業
業務命令が規定する内容
の大幅な簡略化を要望す
る。

金融庁
農林水産省
経済産業省

5034 5034572
(社)リース事
業協会 57.2

商品ファンドに
係る規制撤廃・
緩和

契約成立時交付書面の記
載事項に関して販売業業
務命令が規定する内容の
大幅な簡略化を要望す
る。

金融庁
農林水産省
経済産業省

5063 5063050

(社)日本商品
投資販売業協
会

5

17条書面（契約
成立時交付書
面）の記載内容
の簡略化もしく
は撤廃

現行制度では、商品投資
販売業者は、商品投資契
約等が成立したときは、
顧客に対し、遅滞なく契
約等の内容およびその履
行に関する事項を記載し
た書面を交付しなければ
ならないところである
が、当該書面（契約成立
時交付書面）の記載内容
を簡略化もしくは撤廃し
ていただきたい。

金融庁
農林水産省
経済産業省

商品ファンドに係る契約
成立時書面の記載内容の
簡素化について検討し、
結論を得て、平成15OR16
年度中に実施されること
について見解を示された
い。

b 未定

契約成立前交付書面と契
約成立時交付書面の内容
のあり方について、投資
家保護の趣旨及び双方の
性格を考慮しつつ、結論
を得る。（平成15年度結
論）

書面記載内容の簡素化に
ついては、契約成立前・
成立時各々の交付の趣旨
に照らしつつ、可能な限
り重複を避ける方向で平
成15年度中に結論を得る
とともに、平成16年度に
速やかに実施してもらい
たい。併せて以下の点を
明らかにしてもらいた
い。
①成立前・成立時各々の
書面交付の趣旨をその違
いも含め、明らかにする
こと。
②「重複等省略をしても
差し支えないものがある
かどうかについて精査」
するに当たっての論点を
明らかにすること。

簡素
化に
つい
ては
ｂ,撤
廃に
つい
てはc

※bに
つい
ては
「措
置の
概
要」
欄内
の
（注
）を
参照

１．商品投資契約に際し
ては、以下の趣旨により
契約締結前と締結時の書
面の交付を２回に分けて
交付させることで、投資
家保護の徹底を図ったも
のである。
（1）成立前
投資家は、商品投資契約
の締結前に商品ファンド
の内容について十分な知
識を得ることが必要であ
る。このため、業者に当
該契約を締結するするか
否かについて判断の材料
となるべきものを投資家
に対して提供させ、業者
の業務内容、商品ファン
ドの内容等につき事前に
顧客に対して説明させる
こととしている。
（2）成立時
商品投資販売契約等が成
立した場合に、その契約
内容が不明確であると、
後日、当事者間で契約内
容を巡るトラブルを招く
おそれが大きい。このた
め、成立した契約の内容
を書面に記載させること
により、その明確化を図
るとともに、投資家に注
意を喚起させることによ
り、トラブルの発生を未
然に防止する必要があ
る。

２．「重複等省略をして
も差し支えないものがあ
るかどうかについて精
査」するに当たっての論
点は、どちらか一方の書
面から重複事項の記載を
省略した場合において、
投資家保護上問題がない
か、と考えられるが、本
年度中に措置するか否か
を含めて関係省庁と検討
することとしたい。

（注）「措置の内容」に
ついては現時点では未定

z0300130

簡素
化に
つい
ては
ｂ,撤
廃に
つい
てはc

商品投資に係る
事業の規制に関
する法律第１７
条

商品投資販売業者は、商
品投資契約等が成立した
ときは、顧客に対し、遅
滞なく、当該商品投資契
約等の内容及びその履行
に関する事項を記載した
書面を交付しなければな
らない。

※bに
つい
ては
その
他欄
の通
り

　商品投資契約等が成立
した場合にその契約内容
が不明確であると、後日
当事者間に契約内容を巡
るトラブルが生じるおそ
れが大きいため、成立し
た契約の内容を書面に記
載し、顧客に対し交付す
ることにより、その明確
化を図り、投資家保護を
図る趣旨から契約締結時
の書面交付を求めている
もの。
　このような趣旨に鑑み
れば、契約締結時交付書
面を撤廃することは顧客
が契約内容を把握できな
くなる等、投資家保護上
問題があり対応は困難で
ある。
　ただし、契約前交付書
面と契約成立時交付書面
の内容が重複している点
について簡素化すること
については、投資家保護
の趣旨及び双方の交付書
面の性格を考慮しつつ、
１５年度中に措置するか
否かを含め関係省庁と検
討し、結論を得る。

※「措置の内
容」については
現時点では未定

契約成立時書面
の記載内容の簡
素化若しくは撤
廃
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

5008 5008163 オリックス㈱ 16
商品ファンドに
係る規制撤廃・
緩和

3.商品投資販売業者がい
わゆる私募ファンドとし
て組成販売した商品ファ
ンドについては顧客の閲
覧対象としなくともよい
よう措置することを要望
する。

金融庁
農林水産省
経済産業省

5034 5034573
(社)リース事
業協会 57.3

商品ファンドに
係る規制撤廃・
緩和

商品投資販売業者がいわ
ゆる私募ファンドとして
組成販売した商品ファン
ドについては顧客の閲覧
対象としなくとも良いよ
う措置することを要望す
る。

金融庁
農林水産省
経済産業省

5008 5008170 オリックス㈱ 17.1

信託業務におけ
る「実質代理店
の禁止」規定の
改定

事務ガイドライン３－３
－３を改定し、「代理」
行為は禁止するが、「媒
介」行為までも禁止する
ものではないことを明確
にすることを要望する。

金融庁

5034 5034130
(社)リース事
業協会 13

信託業規制の改
革（４）信託業
務における「実
質代理店の禁
止」規定の改定

・事務ガイドライン３－
３－３を改定し、「代
理」行為は禁止するが、
「媒介」行為までも禁止
するものではないことを
明確にすることを要望す
る。

金融庁

信託業務における媒介・代
理業に関する規定の改定
について検討し、結論を得
て、平成15OR16年度中に
実施されることについて見
解を示されたい。

a Ⅳ

信託契約の取次ぎ又は代
理を行う者の範囲に係る
信託業法等の改正法案を
踏まえ、媒介・代理業に
関する事務ガイドライン
整備を行う。（平成16年
度中）

いわゆる私募商品ファン
ドの書類閲覧対象からの
除外について、検討し、
結論を得て、平成15OR16
年度中に実施されること
について見解を示された
い。

b 未定

商品ファンドに関する書
類については、販売業者
がいわゆる私募ファンド
として組成販売した商品
ファンドについても顧客
の閲覧対象となっている
が、閲覧対象を関係者の
みに限定することが、投
資家保護上適当であるか
考慮しつつ、結論を得
る。（平成15年度結論）

回答では「法整備の内容を
踏まえ、検討を行う」とされ
ているが、
①要望内容は「事務ガイド
ライン３－３－３を改定し、
『代理』行為は禁止するが、
『媒介』行為までも禁止する
ものではないことを明確に
することを要望する」もので
あり、この点についての具
体的な対応策を更に検討さ
れ、示されたい。
②上記①を踏まえた実施時
期について、その時期とな
る理由も含め具体的に示さ
れたい。

回答においては「対応不
可」とあるが、以下の点
を踏まえ、再検討頂きた
い。
①各府省等における規制
改革に関する内外からの
意見・要望等に係る対応
状況（平成14年度版）に
おいて「措置するか否か
を含めて平成15年度中に
結論」としていたところ
とあるが、現時点での検
討状況はどうなっている
のか。
②「当該プライベート商
品ファンドの顧客以外の
顧客がその閲覧について
要望すること自体稀であ
ると想定される」とある
が、本来、「稀」か否か
は規制の有無の判断とは
別の問題ではないか。仮
に規制と関係するとの判
断があるとすれば、
「稀」であるならば、む
しろ閲覧の必要性は極め
て低いと考えるべきでは
ないか。
③「投資の判断材料とし
て有益」とある一方、要
望理由にある「私募ファ
ンド投資家への秘密保
持」の観点に言及されて
いないが、この点につい
てどのように考えるの
か。

上記①～③を踏まえ、平
成１６年度までに実施さ
れることの可否について
改めて検討されたい。

ｂ

※
「措
置の
概
要」
欄内
の
（注
）を
参照

金融庁としては、「対応
不可」とはしておらず、
前回回答の通り、私募
ファンドとして組成販売
した商品ファンドに関す
る書類の閲覧対象を関係
者のみに限定すること
が、投資家保護上適当で
あるか考慮しつつ、１５
年度中に措置するか否か
を含め関係省庁と検討
し、結論を得る。

（注）「措置の内容」に
ついては現時点では未定

b Ⅳ

　「信託業のあり方に関
する中間報告書」（金融
審議会第二部会報告）に
おいて、信託契約の取次
ぎのみを行う者について
は、その範囲を幅広く認
める方向で検討を行うこ
とが適切とされたところ
であり、これを踏まえ、
所要の法案の検討を行っ
ているところである。本
件事務ガイドラインにつ
いては、この結果を踏ま
え、見直しの検討を行
う。
　但し、現時点は検討実
施時期を明示することは
困難。

　法令は信託会社による代
理店の設置を認可事項に
かからしめている。
　これを受けて、事務ガイド
ライン（預金取扱金融機関
関係３－３－３［実質的代理
店の禁止］）では、信託業務
を営む金融機関が代理店と
して認可を受けていない者
より顧客の紹介を受けた場
合、当該紹介者において当
該金融機関の顧客開拓を
営業目標としている、顧客
の要請に基づかない紹介を
行っている等実質的な代理
店となっていないか確認す
るものとする」としているとこ
ろ。

b Ⅳz0300180

信託業務におけ
る「実質代理店
の禁止」規定の
改定

  「信託業のあり方に関する
中間報告書」（金融審議会
第二部会報告）において、
信託契約の取次ぎのみを
行う者については、その範
囲を幅広く認める方向で検
討を行うことが適切とされた
ところである。この報告を受
け、平成15年度中の可能な
限り早い段階での所要の法
案の提出に向け、作業が進
められる予定。
  本件事務ガイドラインにつ
いては、こうした法整備の
内容を踏まえ、検討を行う。

金融機関の信託
業務の兼営等に
関する法律第5条
第2項

同施行規則第7条
の２、第7条の３

事務ガイドライン
（預金取扱金融機
関関係）3-3-3

z0300140
私募商品ファン
ドの書類閲覧対
象からの除外

商品投資に係る
事業の規制に関
する法律第２０
条

商品投資事業者は、業務
及び財産の状況を記載し
た書類を、営業所ごとに
備え置き、顧客の求めに
応じ閲覧させなければな
らない。

ｂ

※そ
の他
欄の
通り

　商品投資販売業者に対
し、業務及び財産の状況
を記載した書類の顧客へ
の閲覧を義務付けている
のは、投資判断を行う上
で、既存の商品投資の内
容（運用状況等）や販売
業者の経営状況を把握す
ることは、投資家の自己
責任原則を基本とした投
資家保護を図る上で重要
なためである。
　現状では、販売業者が
いわゆる私募ファンドと
して組成販売した商品
ファンドについても顧客
の閲覧対象となっている
が、このような商品ファ
ンドに関する書類の閲覧
対象を関係者のみに限定
することが、投資家保護
上適当であるか考慮しつ
つ、１５年度中に措置す
るか否かを含め関係省庁
と検討し、結論を得る。

※「措置の内
容」については
現時点では未定
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

5008 5008291 オリックス㈱ 29.1 信託業規制の改革

信託会社の解禁。
信託は銀行にのみ許され
るものとすべきではな
い。参入要件を明確にし
て信託業への参入を促す
べきである。その際の規
制は銀行のような行政に
よる強い監督規制を課す
のではなく、ディスク
ロージャーと競争を原理
としてルールを設けるべ
きである。

金融庁

5034 5034100
(社)リース事
業協会 10

信託業規制の改
革（１）信託会
社の解禁

・信託は銀行にのみ許さ
れるものとすべきではな
い。参入要件を明確にし
て信託業への参入を促す
べきである。その際の規
制は銀行のような行政に
よる強い監督規制を課す
のではなく、ディスク
ロージャーと競争を原理
としてルールを設けるべ
きである。

金融庁

5100 5100120 東京都 12

特許権を運用す
る信託会社への
一般事業会社等
参入の促進

現状では営業信託を行う
場合には、①信託業法に
よる免許を受けるか、も
しくは②銀行法等により
銀行・その他金融機関の
免許を得たうえで、兼営
法（金融機関の信託業務
の兼営等に関する法律）
による認可を受けなけれ
ばならないが、中小企業
の知的財産管理や知的財
産の流動化を推進するた
め、特許権の信託のみを
扱う場合、免許制から経
済産業大臣への登録制な
どに規制緩和し、一般事
業会社や中小企業支援機
関等が特許権の信託を扱
えるようにする。

金融庁

金融機関以外の者による
信託会社の解禁について
検討し、結論を得て、平
成15OR16年度中に実施さ
れることについて見解を
示されたい。

a Ⅰ

現在信託兼営金融機関の
みが行っている信託業を
金融機関以外の者が行い
得るようにする。（平成
15年度中の可能な限り早
い時期を目途）

ａz0300230 信託会社の解禁

信託業法
金融機関の信託
業務の兼営等に
関する法律

信託業を営む場合につい
ては、イ．信託業法によ
る免許取得、もしくは、
ロ．銀行法等により金融
機関の免許を取得した上
で兼営法による認可を受
ける、こととされている
が、現在、わが国おいて
信託業を営んでいる者は
ロ．によって認可を受け
た金融機関のみとなって
いる。

Ｉ

「信託業のあり方に関す
る中間報告書」（金融審
議会第二部会報告）にお
いて、現在信託兼営金融
機関のみが行っている信
託業を金融機関以外の者
が行い得るようにするた
め、必要な制度整備を行
うとされたところであ
る。この報告を踏まえ、
平成15年度中の可能な限
り早い段階での所要の法
案の提出に向け、作業を
進める予定。

03)金融庁（抜粋版）.xls    6/10ページ



規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

5034 5034120
(社)リース事
業協会 12

信託業規制の改
革（３）信託代
理店の銀行以外
への開放

・信託代理店も銀行等金
融機関しかその認可を受
けることはできないが、
こうした競争制限としか
ならない規制は撤廃し、
競争を促進すべきであ
る。

金融庁

5035 5035030 (社)信託協会 3
信託代理店に係
る規制を緩和す
ること

・信託代理店の行える業
務を「信託業務の全部又
は一部の代理」（兼営法
施行規則第7条の2）から
「信託契約締結の媒介及
び代理」へ変更を行った
上で、以下の規制を緩和
すること。
①信託代理店につき、
「代理店となることがで
きる者」の範囲を拡大
し、金融機関以外の一般
事業会社等にも拡大する
こと。
②信託代理店の設置及び
廃止について、認可制を
緩和して届出制若しくは
登録制とすること。

金融庁

信託代理店の銀行以外へ
の開放について検討し、
結論を得て、平成15OR16
年度中に実施されること
について見解を示された
い。

a Ⅰ

信託契約の取次ぎのみを
行う者の範囲を幅広く認
める。また、信託業務の
委託を受ける者の適格性
を監督当局において判断
できる制度とする。（平
成15年度中の可能な限り
早い時期を目途）

z0300240
信託代理店の銀
行以外への開放

信託業法
金融機関の信託
業務の兼営等に
関する法律

信託代理店については、
兼営法施行規則第７条の
２の２により銀行等の金
融機関が規定されてい
る。

ａ Ｉ

「信託業のあり方に関す
る中間報告書」（金融審
議会第二部会報告）にお
いて、信託契約の取次ぎ
のみを行う者について
は、その範囲を幅広く認
める方向で検討を行うこ
とが適切とされ、また、
信託業務の委託について
は、委託を受ける者の適
格性を監督当局において
判断できる制度とするこ
とが適切とされたところ
である。この報告を踏ま
え、平成15年度中の可能
な限り早い段階での所要
の法案の提出に向け、作
業を進める予定。

5008 5008293 オリックス㈱ 29.3.1
信託業規制の改
革

信託代理店の銀行以外へ
の解放。
現在は、信託会社は存在
せず、銀行が信託を兼営
する場合のみが存すると
いう異常な状態であるた
め、銀行が営む信託業に
ついても実質的に銀行規
制と同様の規制が課され
ている。このため、信託
代理店も銀行等金融機関
しかその認可を受けるこ
とはできない。しかし、
信託契約の代理または媒
介等を行うに過ぎず、信
託の当事者になるもので
はないのであるから強い
規制を課す必要はなく、
保険代理店と同様という
べきである。信託はいわ
ば財産管理を行うことが
本旨であるから、契約獲
得のための営業、情報収
集といった活動は外部と
提携、協力関係を構築す
ることは合理的であり、
社会全体としても効率的
である。こうした競争制
限としかならない規制は
撤廃し、競争を促進すべ
きである。

金融庁
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

5027 5027050
東京海上火災
保険㈱ 5

書面の電磁的方
法による提供等
における交付
ルールの簡素化

上記要件の①、③を満た
したか否かを顧客に確認
する方法を明確化して頂
きたい。例えば顧客に口
頭で目論見書の閲覧及び
ホームページアドレスの
記録をした旨を確認し、
その会話については録音
する等をもって確認でき
たものとして頂きたい。
また要件④の５年間の記
載事項維持については目
論見書についてのみ適用
除外として頂きたい。

金融庁

5027 5027220
東京海上火災
保険㈱ 22

書面の電磁的方
法による提供等
における交付
ルールの簡素化

上記要件の①、③を満た
したか否かを顧客に確認
する方法を明確化して頂
きたい。例えば顧客に口
頭で目論見書の閲覧及び
ホームページアドレスの
記録をした旨を確認し、
その会話については録音
する等をもって確認でき
たものとして頂きたい。
また要件④の５年間の記
載事項維持については目
論見書についてのみ適用
除外として頂きたい。

金融庁

5029 5029050
(社)日本損害
保険協会 5

書面の電磁的方
法による提供等
における交付
ルールの簡素化

上記要件の①、③を満た
したか否かを顧客に確認
する方法を明確化して頂
きたい。例えば顧客に口
頭で目論見書の閲覧及び
ホームページアドレスの
記録をした旨を確認し、
その会話については録音
する等をもって確認でき
たものとして頂きたい。
また要件④の５年間の記
載事項維持については目
論見書についてのみ適用
除外として頂きたい。

金融庁

5102 5102460
(社)日本経済
団体連合会 46

書面の電磁的方
法による提供等
における交付
ルールの簡素化
(1)

証券取引法等に規定する
交付書類（目論見書、取
引報告書等）の電磁的方
法による提供について
は、①当該ホームページ
アドレス等の顧客ファイ
ルへの記録、②顧客が閲
覧していたことの確認、
の要件を満たす必要があ
る（証券会社に関する内
閣府令第29条の2）。要件
①、②について、ホーム
ページアドレスの記録を
した旨、及び、目論見書
の閲覧を口頭で確認し、
その会話については録音
する等の手段を認めるべ
きである。

金融庁

5102 5102470
(社)日本経済
団体連合会 47

書面の電磁的方
法による提供等
における交付
ルールの簡素化
(2)

証券取引法等に規定する
交付書類（目論見書、取
引報告書等）の電磁的方
法による提供について
は、5年間の記載事項の維
持の要件を満たす必要が
ある（証券会社に関する
内閣府令第29条の2）。こ
れについて、最新の目論
見書をホームページに掲
載し、それ以前の目論見
書については、要望があ
れば、個々の契約者に郵
送等で対応する方法を認
めるべきである。

金融庁

目論見書等の電磁的方法
による提供における要件
を明確化することについ
て、平成15OR16年度中に
実施されることについて
見解を示されたい。

a Ⅳ

証券取引法に規定する交
付書類（目論見書等）の
電磁的方法による提供が
認められるための要件で
ある①当該ホームページ
アドレス等の顧客ファイ
ルへの記録、②顧客が閲
覧していたことの確認、
については、「ホーム
ページアドレスの記録を
した旨、及び目論見書の
閲覧を口頭で確認し、そ
の会話については録音す
る等」の手段が可能と解
されているが、法令等解
釈の明確化の観点から、
事務ガイドライン等にお
いて明確化する。(平成15
年度中)

回答では、要件①（当該
ホームページアドレス等
の顧客ファイルへの記
録）および②（顧客が閲
覧していたことの確認）
について、法令上の規定
としては十分明確なもの
と考えているとされてお
り、要件③（記載事項の
５年間の維持）について
は、特に目論見書につい
て平成15年度中に検討さ
れるとのことであるが、
(1)要件①および②につい
ては、規制緩和によって
電磁的方法による交付が
認められたにも関わら
ず、現に当該手法を採ろ
うとする事業者にとって
当該要件を満たす方法が
不明確であるがために、
規制緩和が有効に働か
ず、証券取引法等に規定
する交付書類の電磁的方
法による提供の普及が図
られていないことから、
例えば、要望に記載ある
ような方法について可能
とするよう、早急に明確
化すべきと考える。
また、要件③について
は、要望に記載されてい
る代替手法を用いれば投
資者保護に欠けるとは言
えず実施可能と考える。
これらの点を踏まえて具
体的な対応策を改めて示
されたい。
(2)上記(1)を踏まえ平成
16年度までに実施される
ことの可否について改め
て検討され、示された
い。

ｂ

※
「措
置の
内
容」
につ
いて
は、
現時
点で
は未
定。

目論見書等の電子交付の
方法は様々な方法が考え
られ、内閣府令では投資
者保護の観点から、その
要件について必要最低限
を規定しているものであ
る。
なお、要望にあるような
「ホームページアドレス
の記録をした旨、及び目
論見書の閲覧を口頭で確
認しその会話については
録音する」方法によるこ
とは可能であると考え
る。
目論見書の５年間の記載
事項の維持については、
「要望があれば個々の契
約者に郵送する等で対
応」する方法等も含め、
金融審議会において平成
１５年度に検討し、結論
を得る予定。

ｂ

※そ
の他
欄の
とお
り

※「措置の内
容」について
は、現時点では
未定。

z0300360

書面の電磁的方
法による提供等
におけるルール
の簡素化

特定有価証券の
内容等の開示に
関する内閣府令
第32条の2第3項
第2号、第3号、
第4号等

目論見書の交付方法とし
て、登録金融機関のホー
ムページで閲覧に供する
方法を採るためには、①
目論見書被提供者が閲覧
していたことの確認（確
認がとれない場合は目論
見書被提供者への通知を
要する。）、②当該ホー
ムページを閲覧するため
に必要な情報の目論見書
被提供者ファイルへの記
録、③記載事項の5年間の
維持等が必要とされてい
る。

左記要件①及び②につい
ては、法令上の規定とし
ては十分明確なものと考
えている。なお、具体的
なケースにおいて疑義が
あれば、個別に照会され
たい。

左記要件③については、
例えば目論見書の場合、
(イ)常時アクセスを可能
とすること、(ロ)記載事
項を5年間保存すること、
(ハ)記載事項の消去、改
ざん防止措置がとられて
いること等の条件を満た
すことにより、登録金融
機関のホームページに目
論見書を掲載して閲覧に
供する方法をとること
で、目論見書を交付した
ものとみなすことができ
るとされている。当該方
法は、投資者の利便性確
保の観点から設けられた
ものであるが、他の方法
による目論見書の交付と
同等の投資者保護を担保
するため、(イ)から(ハ)
の条件を設けているもの
である。なお、保存期間
については、虚偽記載等
に係る賠償請求の除斥期
間（5年、証券取引法第20
条後段）を考慮して5年と
定めているところであ
り、投資者保護の観点か
ら最低限維持が必要な期
間であると考える。

取引報告書等についても
同様に取り扱うこととさ
れており、保存期間につ
いては公訴時効（5年、刑
法第159条第1項・第2項、
刑事訴訟法第250条第4
号）、商事債権の消滅時
効（商法第522条）を考慮
して5年と定めている。

なお、目論見書について
は、平成14年12月16日の
金融審議会第一部会報告
「証券市場の改革促進」
において、「目論見書の
交付方法等を含め、目論
見書による情報開示のあ
り方として今後検討すべ
き課題」とされているこ
とから、金融審議会にお
いて平成15年度中に検討
を行う予定。
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

5035 5035110 (社)信託協会 11
信託業法におけ
る受託財産制限
の撤廃

・現行の信託業法では、
信託会社が引受けること
の出来る財産は、①金
銭、②有価証券、③金銭
債権、④動産、⑤土地及
其の定着物、⑥地上権及
土地の賃借権、に制限さ
れている。
・特許権、著作権等の無
体財産権や建物の賃借権
などの財産権一般を受託
可能財産とするよう要望
する。

金融庁

5102 5102420
(社)日本経済
団体連合会 42

信託業法におけ
る受託財産制限
の緩和

特許権、著作権等の知的
財産権、建物の賃借権な
どの財産権一般を受託可
能財産として明記すべき
である。

金融庁

z0300600

届出制対象種目
における事業方
法書記載事項の
届出制全面移行

保険業法第123条
第2項、同施行規
則第83条

届出対象の損害保険商品
については、積立勘定等
一部の事業方法書記載項
目を除き届出による変更
が可能となっている。

ｂ Ⅲ

届出対象の損害保険商品
について､認可が必要とさ
れていた危険の分布及び
保険の目的の検査に関す
る事項については､届出に
よる変更が可能となるよ
うに措置済み。（平成15
年5月）
他の事項については､上記
のような問題が生じるも
のではないが、必要性を
踏まえ､所要の措置を検討
する。

回答における「上記のよ
うな問題」の意味すると
ころが回答では不明であ
るが、要望内容の実施が
特段の問題を生ずるもの
ではなく、所要の措置の
検討にあたって（事業者
にとっての）必要性を勘
案するにとどまるのであ
れば、要望に基づき、速
やかに実施いただくとと
もに、実施時期につい
て、その時期となる理由
も含め具体的に示された
い。

ｂ Ⅲ

年度内を目処に、要望内
容の実施が契約者保護の
観点から特段の問題がな
いかを確認し、所要の手
当てについて検討する。

届出制対象種目における
事業方法書記載事項の届
出制全面移行について検
討し、結論を得て、平成
15OR16年度中に実施され
ることについて見解を示
されたい。

b Ⅲ

届出対象の保険商品につ
いては、商品審査に係る
事業方法書記載事項の変
更を全て届出により可能
とするよう、契約者保護
上の問題がないか検討し
た上で、結論を得る。
（平成15年度中検討・結
論）

5029 5029080
(社)日本損害
保険協会 8

届出制対象種目
における事業方
法書記載事項の
届出制全面移行

届出制対象種目について
は、事業方法書の変更も
すべて届出によることと
する（保険業法施行規則
８条１・２項に規定する
事業方法書必須記載事項
以外についても、届出に
よる変更を可能とす
る。）。

金融庁

z0300870

商品ファンド法
に基づく3省にま
たがる主務官庁
への申請・届出
等の窓口の一本
化

商品投資に係る
事業の規制に関
する法律第5条、
第8条、第9条、
第10条、第11条
商品投資販売業
者の許可及び監
督に関する命令
第1条、第7条、
第8条、第9条、
第10条

　申請者等は、許可等の
申請書又は各種届出書を
主務大臣に提出しなけれ
ばならない。

ｂ

※そ
の他
欄の
とお
り

　商品投資販売業者は、
主務官庁である金融庁・
農林水産省・経済産業省
の３省庁に同一の許認可
の申請及び変更等の届出
に係る書類を提出してい
る。主務官庁において許
可業者の状況を把握する
必要はあるものの、書類
の提出方法については、
窓口となる省庁を設定し
て窓口の一本化を図るこ
とが許可業者の監督上問
題を生じることがないよ
う考慮しつつ、１５年度
中に関係省庁と検討し、
結論を得る。

※「措置の内
容」については
現時点では未
定。

回答によれば「１５年度
中に関係省庁と検討し、
結論を得る」とあるが、
①実施される内容につい
てより具体的に示された
い。
②上記①を踏まえ、平成
１６年度までに実施され
ることの可否について改
めて検討されたい。

a 未定

　商品投資販売業者は、
主務官庁である金融庁・
農林水産省・経済産業省
の３省庁に同一の許認可
の申請及び変更等の届出
に係る書類を提出してい
る。主務官庁において許
可業者の状況を把握する
必要はあるものの、一部
書類の提出方法について
は、窓口となる省庁を設
定して窓口の一本化を図
ることが許可業者の監督
上問題を生じることがな
いよう考慮しつつ、関係
省庁と検討し、平成15年
度末までにオンライン化
する予定。

商品ファンド法に基づく3
省にまたがる主務官庁へ
の申請・届出等の窓口の
一本化について検討し、
結論を得て、平成15OR16
年度中に実施されること
について見解を示された
い。

a 未定

電子媒体による許認可の申請等に
ついては、平成15年度末を目途と
して、申請窓口を一本化すべく、
その体制を整備する。（平成15年
度中『電子媒体による許認可の申
請のみ』）

5063 5063020

(社)日本商品
投資販売業協
会

2

3省にまたがる主
務官庁への申
請・届出等の窓
口の一本化

主務官庁の窓口一元化
金融庁
農林水産省
経済産業省

信託業法における受託財
産制限の撤廃について検
討し、結論を得て、平成
15OR16年度中に実施され
ることについて見解を示
されたい。

a Ⅰ

現行の信託業法で受託可
能財産となっていない知
的財産権等を受託可能財
産とするなど、受託可能
財産の制限を撤廃する。
（平成15年度中の可能な
限り早い時期を目途）

z0300510
信託業法におけ
る受託財産制限
の撤廃

信託業法
金融機関の信託
業務の兼営等に
関する法律

現在の信託業法において
は、信託会社が引き受け
ることができる財産は信
託業法第4条により「金
銭」、「有価証券」、
「金銭債権」、「動
産」、「土地及びその定
着物」、「地上権及び土
地の賃借権」の6つに限定
されている。

a Ｉ

「信託業のあり方に関す
る中間報告書」（金融審
議会第二部会報告）にお
いて、現行の信託業法で
受託可能財産となってい
ない知的財産権等を受託
可能財産とするなど、受
託可能財産の範囲を拡大
することとされたところ
である。この報告を踏ま
え、平成15年度中の可能
な限り早い段階での所要
の法案の提出に向け、作
業を進める予定。
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

z0300900

商品ファンド法
上の商品投資販
売業者の許可要
件の緩和

商品投資販売業
者の許可及び監
督に関する命令
第４条６号の２

 商品投資販売業の許可申
請書類の添付資料とし
て、「商品投資販売業務
を担当する者で商品販売
業務又はこれに準ずる業
務に３年以上従事した者
の業務経歴書」があり、
そのことが商品投資販売
業を遂行するに足りる十
分な知識及び経験を有す
る者を有するか否かの判
断基準となっている。

b

※そ
の他
欄の
通り

　映画等の制作に係る資
金調達の円滑化を図る観
点から、許可要件の緩和
等について、法目的であ
る投資家保護の趣旨を十
分踏まえつつ検討を行
い、１５年度中に結論を
得て、必要に応じ所要の
措置を行う。

※「措置の内
容」については
現時点では未定

回答では、「１５年度中
に結論を得て、必要に応
じ所要の措置を行う」と
されているが、
①実施される内容につい
てより具体的に示された
い。
②実施時期について具体
的に示されたい。

ｂ

※
「措
置の
概
要」
欄内
の
（注
）を
参照

実施する内容について、
現在検討を行っていると
ころであるため、現時点
で具体的内容を示す段階
ではないが、投資家保護
の趣旨を十分踏まえつつ
許可要件の緩和等につい
て引き続き検討を行い、
１５年度中に結論を得
て、必要に応じ所要の措
置を行う。

（注）「措置の内容」及
び検討終了時期について
は現時点では未定

商品ファンド法上の商品
投資販売業者の許可要件
の緩和について、検討
し、結論を得て、平成
15OR16年度中に実施され
ることについて見解を示
されたい。

b 未定

映画等の制作に係る資金
調達の円滑化を図る観点
から、許可要件の緩和等
について、法目的である
投資家保護の趣旨を十分
踏まえつつ検討を行い、
結論を得る。（平成15年
度結論）

5100 5100130 東京都 13

商品ファンド法
上の商品投資販
売業者の許可要
件の緩和

映画・コンテンツ制作等
に関する資金調達をより
一層容易なものにするた
め、商品ファンド法上の
商品投資販売業者の許可
要件（３年以上の業務経
験を有する者の配置等）
を撤廃する。

金融庁
農林水産省
経済産業省

z0300890

追加型商品ファ
ンドにおける法
定交付書面の簡
素化

商品投資に係る
事業の規制に関
する法律第１６
条、第１７条

商品投資販売業者は、商
品投資契約の締結等をす
るとき及び商品投資契約
等が成立したときは、そ
の都度一定の内容を記載
した書面を顧客に交付す
ることとなっている。

ｂ

※そ
の他
欄の
通り

　商品ファンド法におい
て、契約締結前と締結時
の２回に分けて書面を交
付させるのは、投資家が
契約内容、リスクについ
て十分な理解を得ること
が必要であり、後日当事
者間において契約内容を
巡るトラブルが生ずるこ
とを防止することで、投
資家保護を図る趣旨によ
るものである。
　上記の趣旨からすれ
ば、追加型商品ファンド
を同一投資家が再購入す
る場合、それぞれが別個
の商品投資契約であるこ
とからその契約毎に書面
を交付することが必要で
あるが、追加型ファンド
の再購入契約に際して
は、法定交付書面の記載
事項を簡略化することが
可能か否かについて検討
しており、１５年度中に
措置するか否かを含め、
結論を得る。

※「措置の内
容」については
現時点では未定

回答においては、「追加
型ファンドにおける再購
入である場合に限り、直
近に購入した追加型の商
品ファンドからの変更事
項のみを交付すること、
若しくは、顧客から再度
の契約前の交付書面の
要・不要の確認による方
法等をとること」につい
て15年度中に検討し16年3
月までに結論を得るとさ
れているが、次の観点か
ら更なる検討を行っても
らいたい。
①要望趣旨に鑑みれば投
資家保護に配慮した上で
の書面簡素化対応であ
り、実施の方向で早急に
検討を行い、16年度には
速やかに実施すること。
②併せて、現時点におけ
る検討状況、検討にあ
たっての論点等について
示すこと。

ｂ

※
「措
置の
概
要」
欄内
の
（注
）を
参照

商品ファンド法におい
て、契約締結前と締結時
の２回に分けて書面を交
付させるのは、投資家が
契約内容、リスクについ
て十分な理解を得ること
が必要であり、後日当事
者間において契約内容を
巡るトラブルが生ずるこ
とを防止することで、投
資家保護を図る趣旨によ
るものである。
　どちらか一方の書面か
ら重複事項の記載を省略
した場合において、投資
家保護上問題がないか、
が書面簡素化にあたって
の論点と考えられるが、
本年度中に措置するか否
かを含めて関係省庁と検
討することとしたい。

（注）「措置の内容」及
び検討終了時期について
は現時点では未定

追加型商品ファンドにお
ける法定交付書面の簡素
化について検討し、結論
を得て、平成15OR16年度
中に実施されることにつ
いて見解を示されたい。

b 未定

同一投資家が追加型商品
ファンドを追加購入する
場合、法定交付書面の記
載事項を簡略化すること
が可能か否かについて、
投資家の意思確認の方法
や投資家にとって分かり
やすい書面となるよう配
慮しつつ、結論を得る。
（平成15年度結論）

5063 5063040

(社)日本商品
投資販売業協
会

4

追加型商品ファ
ンドにおける法
定交付書面の簡
素化

現行制度では、追加型商
品ファンドにおいて、同
一ファンドを追加購入す
る場合は、その都度、法
定書面を交付し、投資家
も受領しなければならな
いところであるが、一度
購入して法定書面を受領
している商品ファンドを
再度購入する際には、投
資家の承諾が得られた場
合は法定書面の交付を簡
素化（変更点等のみ交
付）してもよいことにし
て戴き度い。

金融庁
農林水産省
経済産業省
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